
お問合せ先▶住民生活課税務係（１・２番窓口）☎６４－１１０６

♦
申
告
の
流
れ

①
申
告
書
を
準
備
し
て
く
だ
さ

い
。

●
申
告
書
は
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ま

た
は
税
務
係
に
用
意
し
て
い
ま

す
。

②
次
の
事
項
に
つ
い
て
該
当
す

る
旨
の
確
認
を
依
頼
し
て
く

だ
さ
い
。

●
中
小
事
業
者
（
個
人
、
法
人
）

で
あ
る
こ
と

▼
個
人
に
つ
い
て
は
、
（
ア
）

常
時
使
用
す
る
従
業
員
数
が

１
，
０
０
０
人
以
下
で
あ
る

こ
と
（
イ
）
性
風
俗
関
連
特

殊
営
業
を
行
っ
て
い
な
い
こ

と
を
申
告
書
の
誓
約
事
項
で

確
認
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。

▼
法
人
に
つ
い
て
は
、
（
ア
）

資
本
金
等
要
件
を
満
た
す
こ

と
（
イ
）
大
企
業
の
子
会
社

で
な
い
こ
と
（
ウ
）
性
風
俗

関
連
特
殊
営
業
を
行
っ
て
い

な
い
こ
と
を
申
告
書
の
誓
約

事
項
で
確
認
を
受
け
て
く
だ

さ
い
。

●
事
業
収
入
の
減
少

▼
会
計
帳
簿
等
で
令
和
２
年
２

月
〜
10
月
ま
で
の
任
意
の
連

続
す
る
３
ヶ
月
の
事
業
収
入

（
※
）
の
合
計
が
前
年
同
期

間
と
比
べ
て
減
少
し
て
い
る

こ
と
の
確
認
を
受
け
て
く
だ

さ
い
。

　
（
※
）給
付
金
や
補
助
金
収
入
、

事
業
外
収
益
は
含
み
ま
せ
ん
。

●
特
例
対
象
家
屋
の
居
住
用
・
事

業
用
割
合

▼
青
色
申
告
決
算
書
・
収
支
内

訳
書
等
で
、
特
例
対
象
家
屋

の
居
住
用
・
事
業
用
割
合
の

確
認
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。

③
認
定
経
営
革
新
等
支
援
機
関

等
か
ら
確
認
を
受
け
た
申
告

書
を
発
行
し
て
も
ら
っ
て
く
だ
さ
い
。

④
令
和
３
年
２
月
１
日
㊊
（
消

印
有
効
）
ま
で
に
湯
浅
町
へ

申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

市町村

認定経営革新等支援機関等

認定を受けた税理士、公認会計士、監
査法人、中小企業診断士、金融機関、
商工会、商工会議所、都道府県中小企
業団体中央会　など

中小事業者等

令和３年度
固定資産税・都市計画税

軽減について
新型コロナウイルス感染症の影響により事業収入が減少した中小事業者等の
令和３年度の固定資産税・都市計画税を軽減する制度があります。

事業用家屋：固定資産税及び都市計画税
償 却 資 産：固定資産税軽減対象

◆申告の流れ

②確認依頼

①事前に
申告書準備

③確認

④申告（２月１日㊊まで）

令和２年２月～１０月までの任意の連続する３ヶ月の事業収入の対前年同期間比 軽減率

３０％以上５０％未満減少 ２分の１

５０％以上減少 ゼロ
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お
問
合
せ
先
▼
湯
浅
税
務
署　

☎
６
３

・５
３
５
１

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら

確
定
申
告
（
ｅ
‐
Ｔ
ａ
ｘ
）

所
得
税
・
消
費
税
・
贈
与
税
の
申
告
書

は
、
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
作
成
で

き
ま
す
の
で
、
是
非
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

画
面
の
案
内
に
従
っ
て
金
額
等
を
入
力

す
れ
ば
、
税
額
等
が
自
動
計
算
さ
れ
て
申

告
書
等
を
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
、
作
成

し
た
申
告
書
等
を
ｅ

－

Ｔ
ａ
ｘ
送
信
す
る

こ
と
で
、
税
務
署
に
行
か
ず
に
自
宅
か
ら

申
告
で
き
ま
す
。

（
平
成
31
年
１
月
か
ら
従
来
の
方
式
に

加
え
、
「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
方
式
」

及
び
「
Ｉ
Ｄ
・
パ
ス
ワ
ー
ド
方
式
」
が
利

用
可
能
で
す
。
）

ま
た
、
給
与
収
入
が
あ
る
方
や
年
金
収

入
、
副
業
等
の
雑
所
得
が
あ
る
方
等
は
、

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
・
タ
ブ
レ
ッ
ト
に
最
適

化
し
た
デ
ザ
イ
ン
の
画
面
で
所
得
税
の
申

告
書
を
作
成
い
た
だ
け
ま
す
。

是
非
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
で
ｅ

－
Ｔ
ａ

ｘ
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
連
携
が始

ま
り
ま
す

令
和
３
年
１
月
か
ら
、
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル

を
活
用
し
て
、
控
除
証
明
書
等
の
必
要
書

類
の
デ
ー
タ
を
一
括
取
得
し
、
所
得
税
申
告

書
へ
の
自
動
入
力
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

ご
利
用
に
当
た
っ
て
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
カ
ー
ド
が
必
要
で
す
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
を
ま
だ
取
得
さ
れ
て
い
な
い
方
は
、

早
め
に
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

詳
細
に
つ
い
て
は
、
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
「
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
を
活
用
し
た
年

末
調
整
及
び
所
得
税
確
定
申
告
の
簡
便

化
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

令
和
2
年
分
申
告
書
作
成
会
場
の

お
知
ら
せ

湯
浅
税
務
署
で
は
令
和
3
年
2
月
16
日

㊋
〜
3
月
15
日
㊊
（
㊏
・
㊐
・
㊗
を
除

く
）
ま
で
申
告
書
作
成
会
場
を
開
設
し
ま

す
。（

2
月
15
日
以
前
は
開
設
し
て
お
り
ま

せ
ん
が
、
作
成
済
み
の
申
告
書
の
受
付
、

用
紙
の
交
付
は
行
っ
て
お
り
ま
す
。
）

相
談
受
付
は
16
時
ま
で
で
す
の
で
、
な

る
べ
く
早
め
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。

な
お
、
申
告
会
場
の
混
雑
状
況
に
よ

り
、
16
時
以
前
に
相
談
受
付
を
終
了
す
る

場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

（
作
成
済
み
の
申
告
書
の
受
付
、
用
紙
の

交
付
は
17
時
ま
で
行
っ
て
お
り
ま
す
。
）

ま
た
、
開
設
日
初
日
（
2
月
16
日
）
や

確
定
申
告
期
限
（
3
月
15
日
）
間
際
は
、

大
変
混
雑
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

税理士による地区相談会場のご案内 税理士による確定申告書の書き方等の相談を無料で行います。

開 設 日
開設場所

2月
開設時間8 9 15 16 17

月 火 月 火 水

有田市役所　3階　会議室 ● ● 9：30～16：00
（相談受付締切時間15：30）

有田川町役場　吉備庁舎　4階　会議室 ● 　 　

9：30～15：00
（相談受付締切時間14：30）

湯浅納税協会　3階　会議室 　 　 ● 　

有田川町役場　清水行政局　2階　大会議室 　 　 　 　 ●

※いずれの会場も12時～13時までは相談は行っておりません。
※ご来場の際には、前年分の控え、源泉徴収票（給与・年金収入のある場合）、所得控除に係る各種証明書等の申告書の作成に必要な
書類と筆記用具、印鑑等をご持参ください。

※各会場とも「土地・建物・株式等を売却された所得」「贈与税」「相続税」「山林所得」に関する相談は行っておりませんので、こ
れらに関する相談が必要な場合は、湯浅税務署までお越しください。

《申告書作成会場および地区相談会場での感染症対策にご協力ください》
①確定申告会場の混雑緩和のため、会場の混雑状況によっては、早めに相談受付を終了する場合があり
ます。

②ご来場される際は、マスクの着用をお願いします。（マスクを着用されていない場合、入場をお断り
する場合があります。）

③咳・発熱等の症状のある方や体調のすぐれない方は、入場をお断りします。
④会場内に筆記用具は用意しておりませんので、ボールペンや計算器具等をご持参ください。

税
務
署
か
ら
の
お
知
ら
せ

13 令和２年12月


